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 需要予測モデル等の再構築等 

平成 26 年度調査の課題（県民需要予測モデルの再構築および県外来訪者需要予測モデルの精査の

必要性）を踏まえ、平成 27 年度調査では、需要予測モデルの再構築に関して、開発プロジェクトを

最新の情報に更新するとともに、県民モデルでは、平成 26 年度調査で実施した県民アンケート調査

データの反映、説明変数（自動車費用）の追加等の再構築を実施し、県外来訪者モデルでは、トリッ

プチェーン＊を考慮した手段選択モデルの構築等の精査に取り組んだ。 

＊：例えば、自宅→勤務先→取引先→友人宅→自宅といった１日の交通行動の全体のこと。 

 

3.1  過年度調査の概要 

 平成 22 年度調査の概要 

平成 22年度調査では、主に需要予測モデルの構築を行った。需要予測の前提となる仮定のモデル

ルートを設定するとともに、鉄道系と路面系の特性の違いを反映した需要予測モデルを構築して、

将来需要を予測した。 

 

 平成 26 年度調査の概要 

(1) 県外来訪者の需要予測 

最新の統計データ及び平成 26 年度調査で実施したアンケートから得られたデータを用いて、Ｏ

Ｄ表＊の更新及び交通手段選択モデルの再構築に取り組んだ。 

＊：ＯＤとは、Origin（出発地）Destination（目的地）を表し、ＯＤ表とは、発地と着地の組み合わせ毎に、

発地と着地の間を移動する交通量（トリップ）を表した表のこと 

 
1) アンケート調査等にもとづく県外来訪者のＯＤ表の更新 

平成 22年度調査では、平成 42年の那覇空港将来利用者数の推計値（平成 21年那覇空港構想施

設計画検討協議会）をもとにして県外来訪者のＯＤ表＊１を設定していたが、平成 26 年度調査で

は、最新の情報（平成 24 年第５次沖縄県観光振興基本計画）にもとづく将来旅客数＊２及び平成

26年度調査で実施したアンケートから得られたデータを考慮して、ＯＤ表を設定した。 

＊１：平成 22年度調査において、平成 42年度の県外来訪者数を 856万人と設定。 

＊２：平成 24年第５次沖縄県観光振興基本計画における、平成 33年度観光入込客数目標値 1,000万人を適用。 

2) 他交通機関から鉄軌道への転換を評価 

過年度調査の交通手段選択モデルではレンタカーから鉄軌道への転換のみを評価していたが、

平成 26年度調査で再構築した交通手段選択モデルは、モノレール、路線バス、タクシーといった

他交通機関から鉄軌道への転換を評価できるモデルとした。 

3) ３つの区分で交通手段選択モデルを構築 

アンケート調査により、利用意向が異なることが把握された外国人来訪者と観光目的の日本人

県外来訪者、業務目的の日本人県外来訪者の３つの区分により、それぞれ交通手段選択モデルを

構築した。 

4) 日本で有効な自動車運転免許の有無を考慮 

説明変数として「日本で有効な自動車運転免許の保有」を採用して、免許保有の有無による交
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通手段の選択傾向の違いをモデルで表現した。 

5) 海が 10 分見えることを考慮 

説明変数として「海が 10 分見えること」を採用して、海が 10 分見えるか否かで交通手段の選

択傾向の違いをモデルで表現した。 

 

(2) 県民の需要予測 

平成 26 年度調査では、最新の情報（平成 22 年国勢調査）にもとづく人口データ等を考慮して、

ＯＤ表を設定した。 

 

3.2  平成 27 年度調査の検討結果 

 全体の検討フロー 

平成 27年度調査における需要予測モデルの再構築の検討フローを以下に示す。 

県民の需要予測では、将来ＯＤ表の再推計と代表交通手段選択モデルの再構築を実施し、県外来

訪者の需要予測では、将来ＯＤ表の再集計と代表交通手段選択モデルの見直しを実施した。 

 

図 検討の全体フレーム 
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 県民需要予測の見直し 

(1) 需要予測のフロー 

現在の県民需要予測モデルは、平成 22 年度調査で構築したモデルがベースとなっている。平成

26年度調査では、開発プロジェクトの見直しに伴う将来人口フレームの見直しを行うとともに、手

段選択モデルの再構築に向けて、「県民へのアンケート調査」を実施した。 

平成 27 年度調査では、最新の将来開発プロジェクトを反映するとともに、「県民へのアンケー

ト調査」の結果等を踏まえ、交通手段選択モデルを再構築した。また、既存交通の運賃や所要時間

等についても最新のデータを反映した。 

なお、将来人口フレーム、将来発生集中交通量、将来ＯＤ交通量については、平成 22 年度調査

の推計方法と同様の方法により算出した。 

沖縄本島中南部都市圏
パーソントリップ調査

（H18実施）

沖縄北部地域交通行動調査
（本業務にてH23.1実施）

将来交通手段別交通量

将来OD交通量

将来発生集中交通量

県民の需要予測

将来鉄道経路別交通量

将来人口フレーム

市町村別将来夜間人口

国勢調査（H22.10実施）

将来ネットワーク条件
（自動車・公共交通）

交通手段選択モデル
（通勤・通学・私事・業務目的）

将来開発プロジェクト

平成27年検討項目  

図 県民需要予測のフロー  
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(2) 将来開発プロジェクトの更新 

平成 26 年度調査の将来開発プロジェクトに加え、瀬長島ウミカジテラス、沖縄空手会館、イオ

ンモール沖縄ライカム、大型ＭＩＣＥ施設の建設等を新たに見込み、計画人口の見直しを行った。 

 

(3) 将来発生集中交通量及び将来ＯＤ交通量の更新 

新規に設定した将来開発プロジェクトを反映した上で、平成 22 年度調査と同様の推計手法によ

り、将来人口フレーム、将来発生集中交通量、将来ＯＤ交通量を更新した。 

なお、県民を対象としたモデルであるため、新規の開発プロジェクトによる沖縄本島への新たな

流入人口は見込まれないと想定する。そのため、沖縄本島全体の発生集中交通量は、平成 26 年度

推計値から変わらないものとした。 

 

(4) 交通手段選択モデルの再構築 

1) 交通手段選択モデル再構築の方針 

県民代表交通手段選択モデルについては、平成 22年度において構築した需要予測モデルと同じ

構造を基本とし、新たな説明変数を追加するなど精度向上に向けて見直しを実施する。 

自動車 路線バス モノレール 鉄軌道

徒歩 バス
自動車

（運転）

自動車

（同乗）

徒歩 バス
自動車

（運転）

自動車

（同乗）

代表交通手段

端末交通手段

鉄軌道の場合、モデル構築段階で
は、端末手段の細かい設定をしてお
らず、アクセス・イグレス共にすべて
徒歩と前提
→需要予測時においては、モノレー　 
　 ル端末のパラメータを適用
→鉄道/路面系の端末交通手段の選
　 好はモノレールと同様と仮定

 

図 県民代表交通手段選択モデルの構造 

2) 実施内容 

平成 27年度調査において、見直しを実施した内容については以下のとおりである。 

 

①． 鉄道系・路面系のモデルの統合 

過年度調査では、鉄道系（鉄道・トラムトレイン）と路面系（ＬＲＴ）の２つに分けてモデ

ルを作成していた。その結果、所要時間や運賃等のパラメータが異なるために、同じ鉄軌道系

の手段であるにもかかわらず、同じ量だけ所要時間や運賃が変化した際、鉄道系と路面系で需

要への影響が異なっていた。 

これを改善するため、本年度調査ではこれら２つのモデルを統合することとした。なお、鉄

道系・路面系の特性の差*１を表現するため、ダミー変数＊２をモデルに取り込むこととした。 

＊１：平成 26年度県民アンケート調査において、定時性の確保や駅での乗降時の上下移動の容易さといった

点で、鉄道系や路面系に違いがあることを回答者に提示している。 

＊２：０か１の値をとる変数のこと。通常、ある条件を満たす→１、ある条件を満たさない→０となる。 
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②． 説明変数への自動車費用の追加 

過年度調査で構築した需要予測モデルにおいて、自動車の説明変数は「所要時間」のみとな

っており、実移動で考慮されるはずの自動車の燃料費等が考慮されていなかったため、平成 27

年度調査では、「自動車費用」（燃料費・高速道路料金）を説明変数に加え、手段選択の際に

「自動車費用」を考慮できるモデルを構築した。この結果、自動車の実際の移動により即した

予測が可能となり、モデルの精度が向上した。 

 

3) 想定する説明変数 

県民アンケート調査の結果を踏まえ、本年度調査におけるモデルの説明変数を以下のとおり設

定する。 

 
表 想定する説明変数 

階層 手段 説明変数（定数項以外） ※青字は新規追加 

代表交通手段 

鉄軌道 

所要時間（乗車＋待ち時間＋イグレス時間） 

運賃 

ＬＲＴダミー※１ 

モノレール 

所要時間（乗車＋待ち時間＋イグレス時間） 

運賃 

イグレスバスダミー※２ 

バス 
所要時間（乗車＋待ち時間＋アクセスイグレス時間） 

運賃 

自動車 
所要時間（乗車） 

運賃（燃料費・高速道路料金） 

アクセス端末交通手段 

（モノレール） 

 
鉄軌道の場合、モデル構築段階では、

端末手段の細かい設定をしておらず、

アクセス・イグレス共にすべて徒歩と前

提 

→需要予測時においては、モノレー    

ル端末のパラメータを適用 

→鉄道/路面系の端末交通手段の選  

好はモノレールと同様と仮定 

徒歩 所要時間 

バス 
所要時間（乗車＋待ち時間） 

運賃 

自動車（運転） 
所要時間 

駅駐車場料金 

自動車（同乗） 所要時間 

※１ 代表交通手段がＬＲＴであるかどうか 

※２ 降車駅から目的地ゾーンまでのバス路線（乗り継ぎなし）の有無 
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4) モデルの構造 

本年度調査では、モデルの構造は過年度調査と同様（実際の交通行動データにもとづくＲＰ※１

モデルと、交通機関の利用意向データにもとづくＳＰ※２モデルの２つを統合したＲＰ／ＳＰモデ

ル）とし、ベースとなる県民アンケート調査データを更新する。 

過年度モデルのベースデータは、平成 22年度に実施した県民アンケート調査であり、これを平

成 26年度に実施した調査に更新する。これにより、県民の移動実態や鉄軌道の利用意向などの最

新の状況をモデルに反映することができる。 

 

※１ ＲＰ：Revealed Preference（顕示選好）の略 

※２ ＳＰ：Stated Preference（表明選好）の略 

 

沖縄本島
中南部都市圏

PT調査
（H18実施）

県民アンケー
ト調査

【交通行動】
（H26実施）

県民アンケー
ト調査

【利用意向】
（H26実施）

≪ベースデータ≫

自動車 バス モノレール 徒歩 自転車

※イグレス側は徒歩またはバスを前提

自動車 バス モノレール
鉄道系

（路面系）

※調査では公共交通の端末はアクセス側、イグレス側ともに徒歩を前提として選好を調査

自動車 バス モノレール 徒歩 自転車

※イグレス側は徒歩またはバスを前提

鉄道系
（路面系）

徒歩

P&R※1

K&R※2

バス

徒歩

P&R

K&R

バス

徒歩

P&R

K&R

バス

RP(Revealed Preference)モデル：実移動データに基づくモデル構築

SP(Stated Preference)モデル：仮想的な条件下での意向に基づくモデル構築

RP/SP統合モデル

↓

代表
交通
手段

端末
交通
手段

代表
交通
手段

端末
交通
手段

ア
ク
セ
ス
交
通
手
段

ア
ク
セ
ス
交
通
手
段

ア
ク
セ
ス
交
通
手
段

 

図 交通手段選択モデルの選択肢構造 
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①． ネスティッドロジットモデル 

選択肢が i、j で表される２つのレベル（こ

こでは、i は代表交通手段の選択、j はアク

セス端末交通手段の選択）から構成される

図のようなツリー構造を考えると i、j を同

時に選択することで得られる効用は、以下

のように表される。 

 
 
■ネスティッドロジットモデルによる効用関数 

ijiijiijiji VVUUU ||| εε +++=+=  

項、確率項を選択する効用、確定を選択した条件下で：選択肢

項、確率項を選択する効用、確定：選択肢

jiVU
iVU

ijijij

iii

||| ,,
,,

ε
ε  

 
選択肢ペア i 、j が選択される同時選択確率は、選択肢 i の選択確率 Pi と、i が選択された際に

j が選択される条件付確率 ijP | の積で表現される。 

( ){ }
( ){ }

( )
( )

( )∑

∑

∑

∑∑

=

=

=

⋅
+

+
=⋅=

j
iji

n
ijnij

m
imi

j
ij

ij

i
ii

ii
ijiij

VV

XV

XV

V
V

VV
VVPPP

|1
1

*

||

|1

|1
*

2

*
2

|

expln1

exp
exp

exp
exp

θ
θ

β

β

θ
θ

θ
θ

 

：パラメーター

説明変数

られる効用の期待値）交通手段選択により得：ログサム変数（端末

の確定効用選択肢を選択した条件下での：選択肢

の確定効用：選択肢

nm

i

ij

i

X
V

jiV
iV

ββθθ ,,,
:

21

*

|
 

 
 

なお、 12 /θθ の値については以下のとおりとなる。 

12 /θθ  
解釈 

1 より大きい ツリーの上下関係が逆転 

1 にきわめて近い ネスティッドロジットモデルでなく、多項ロジットモデルで表現可能 

0 と 1 の間 特に問題ない（通常はこの範囲でなければならない） 

0 にきわめて近い 下位のツリーの変化が上位の選択にほとんど影響しない 

 

自動車 バス モノレール

徒歩
P&R K&R

バス

代表交通手段

i

アクセス端末
交通手段

j

＜RP＞
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②． ＲＰ／ＳＰモデル 

実際の状況における選択行動を観測したデ

ータ（ＲＰデータ）では、現存しない新規の交

通サービスの需要分析や、新規の政策の効果

などを計測することは困難であるが、仮想の

状況下での選好意思表示を観測したデータ

（ＳＰデータ）を用いることで新規の交通サ

ービスの需要分析などが可能になる。 

ただし、ＳＰデータは仮想の状況での意向という性質により、信頼性の低さは避けがたい。

そこで、ＲＰ、ＳＰデータを統計的に融合して、ＲＰデータのみでは推定できないパラメータ

をＳＰデータの情報によって同定すると同時に、ＳＰデータに含まれるバイアスを修正する手

法がＲＰ／ＳＰモデルである。 

 
■ＲＰ／ＳＰモデルにおける効用関数 

＜ＲＰモデル＞ 
RP
in

RP
ink

k
k

RP
ink

k
k

RP
in

RP
in

RP
in WXVU εαβε +⋅+⋅=+= ∑∑  

＜ＳＰモデル＞ 
SP
in

SP
ink

k
k

SP
ink

k
k

SP
in

SP
in

SP
in YXVU εγβε +⋅+⋅=+= ∑∑  

＜確率項の分散の関係＞ 

( ) ( )SP
in

RP
in VarVar εµε 2=  

inU ：個人 n の選択肢 i の効用 

inV ：選択肢 i の効用の確定項 

inε ：選択肢 i の効用の確率項 

inkX ：選択肢 i についての k 番目の説明変数（ＲＰ、ＳＰモデルで共通の係数 kβ を持つ） 

inkW ：選択肢 i についての k 番目の説明変数（ＲＰモデルのみの係数 kα を持つ） 

inkY ：選択肢 i についての k 番目の説明変数（ＳＰモデルのみの係数 kγ を持つ） 

kβ ， kα ， kγ ：k 番目の変数のパラメータ 
µ ：確率項の分散の違いを表すスケールパラメータ 
 
※添字のＲＰおよびＳＰは、変数がそれぞれＲＰデータ、ＳＰデータから得られたものである

ことを示す 
※γおよび Y はＳＰデータのみの属性項（たとえば新たなサービスの影響） 

 

 

  

自動車 バス モノレール

徒歩
P&R K&R

バス

代表交通手段

i

アクセス端末
交通手段

j

＜SP＞

徒歩

鉄軌道
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5) 交通手段選択モデル結果 

①． 効用関数の設定 

ＲＰ／ＳＰモデルの効用関数は以下のとおりである。 

 
＜ＲＰモデル＞ 

端末交通手段 

基本的にアクセス側のみを対象とし、イグレス側については、代表交通手段の効用関数の中

に反映させるものとした。 

 

V ｱｸｾｽ_ﾊﾞｽ = b1×(アクセスバス利用時の費用)＋b4×(アクセスバス利用時の所要時間) 
＋アクセスバスの定数項 

V ｱｸｾｽ_P&R = b1×(アクセス P&R 利用時(自分で運転)の費用) 
＋b4×(アクセス P&R 利用時(自分で運転)の所要時間)＋アクセス P&R の定数項 

V ｱｸｾｽ_K&R = b4×(アクセス K&R 利用時(他人が運転)の所要時間)＋アクセス K&R の定数項 

V ｱｸｾｽ_徒歩 = b4×(アクセス徒歩の所要時間) 
 

LS※=ln{exp(V ｱｸｾｽ_ﾊﾞｽ)+exp(V ｱｸｾｽ_P&R)+exp(V ｱｸｾｽ_K&R)+exp(V ｱｸｾｽ_徒歩)} 
 

※ LS：端末交通手段の最大効用の期待値 
 

代表交通手段 

V ﾓﾉﾚｰﾙ  = b1×(モノレールの費用)＋b2×(モノレールの乗車時間) 
 ＋b5×(イグレスバスダミー※)＋b7×LS＋b4×(イグレス時間) ＋b3×(待ち時間)  
 ＋モノレールの定数項 

V バス   = b1×(バスの費用)＋b2×(バスの乗車時間)＋b4×(アクセス時間＋イグレス時間)  
 ＋b3×(待ち時間) ＋バスの定数項 

V 自動車  = b1×(自動車の費用)＋b2×(自動車の乗車時間) 
 

※ イグレスバスダミー：降車駅から目的地ゾーンまでにバス路線がある場合は「１」、ない場合は「０」を

入れる 
 

＜ＳＰモデル＞ 

ＳＰ調査では、モノレール及び鉄軌道は端末交通手段を徒歩と想定しているため、以下のと

おりとした。 

 

V 鉄軌道  = b1×(鉄軌道の費用)＋b2×(鉄軌道の乗車時間)＋b4×(アクセス時間＋イグレス時間) 
 ＋b3×(待ち時間)＋b6×(ＬＲＴダミー※)＋鉄軌道の定数項 

V ﾓﾉﾚｰﾙ  = b1×(モノレールの費用)＋b2×(モノレールの乗車時間) 
 ＋b4×(アクセス時間＋イグレス時間)＋b3×(待ち時間)＋モノレールの定数項 

V バス  = b1×(バスの費用)＋b2×(バスの乗車時間)＋b4×(アクセス時間＋イグレス時間) 
 ＋b3×(待ち時間)＋バスの定数項 

V 自動車  = b1×(自動車の費用)＋b2×(自動車の乗車時間)  

 
※ ＬＲＴダミー：代表交通手段がＬＲＴの場合は「１」、ＬＲＴでない場合は「０」を入れる 
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 県外来訪者需要予測の精査 

(1) 需要予測のフロー 

平成 26 年度調査において、県外来訪者モデルの開発プロジェクトの見直しを行うとともに、県

外来訪者アンケート調査を実施し、その結果を踏まえ手段選択モデルを再構築した。 

平成 27 年度調査では、モデルの精度向上に向けて、サンプルの精査やモデル構造の見直しを実

施する。また、最新の将来開発プロジェクトを反映するとともに、既存交通の運賃や所要時間等に

ついても最新のデータを反映した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 県外来訪者の需要予測のフロー 

  

那覇空港降車客数（県外日本人・外国人） 

現況 将来 

県外来訪者アンケート

調査（Ｈ26 実施） 

交通手段別ＯＤ割

合 

交通手段別 

ＯＤ交通量 

交通手段選択モデル 

将来ネットワーク条件 
（自動車・公共交通） 

将来 

ＯＤ交通量 

将来 

交通手段別ＯＤ交通量 

県外来訪者の需要予測 

将来開発プロジェクト 
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(2) 将来開発プロジェクトの更新 

平成 26 年度調査の将来開発プロジェクトに加え、大型ＭＩＣＥ施設の建設、サンエーによる浦

添西海岸第１ステージの開発計画、大規模ホテルを新たに見込み、計画人口の見直しを行った。 

 

(3) 将来ＯＤ交通量の更新 

将来開発プロジェクトの更新をもとに、県外来訪者モデルの将来ＯＤ交通量を更新した。なお、

将来推計は鉄軌道開業想定年（平成 42年）時点とした。 

 

(4) 交通手段選択モデルの再構築 

1) 交通手段選択モデルの精査の方針 

県外来訪者代表交通手段選択モデルについては、平成 26年度調査において構築したモデルの精

度向上に向けて、サンプルの精査やモデル構造の見直しを実施した。 

レンタカー タクシー
路線バス

（高速バス含）
モノレール

代表交通手段

平成26年度調査

鉄軌道

レンタカー

タクシー
路線バス

（高速バス含）
モノレール

代表交通手段

平成27年度調査

レンタカーを

利用しない

鉄軌道

 

図 県外来訪者代表交通手段選択モデルの構造 
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2) 実施内容 

平成 27年度調査において、見直しを実施した内容については以下のとおりである。 

 

①． レンタカーの利用特性の考慮 

平成 26 年度調査で再構築した県外来訪者の交通手段選択モデルでは、トリップチェーンが考

慮されることなく、個別のトリップごとに交通手段の選択を行うことが前提とされたモデルと

なっていたが、県外来訪者の主たる交通手段であるレンタカー利用は、レンタルした段階で、

それ以降のトリップにおいて他の交通手段を選択する可能性が極めて低いと考えられる。 

そこで、こうしたレンタカーの利用特性を考慮するため、まず、沖縄県（本島）での全行程

において、レンタカーの利用の有無を予測し、次に、レンタカーを利用しないトリップチェー

ンに対して、個別トリップごとにレンタカー以外の交通手段選択を行うものとして、モデルの

精査を行った。 

この結果、レンタカーの実際の移動により即した予測が可能となり、モデルの精度が向上し

た。 

上記の考え方を踏まえたモデル構造を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 県外来訪者の代表交通手段選択モデルの構造 

 
②． タクシーの説明変数として「滞在期間中総トリップ数」を考慮 

平成 26 年度調査で再構築した県外来訪者の交通手段選択モデルでは、タクシーの説明変数と

して、総時間と総費用のみを設定していたが、タクシーには、乗降の負担が比較的小さく、総

トリップ数が多い場合には、相対的にタクシー利用が選択されやすくなるという特性がある。 

そこで、タクシーの特性を表現するために、平成 26年度調査で実施した県外来訪者アンケー

ト調査で得られた交通行動データをもとに、タクシーの説明変数として「滞在期間中総トリッ

プ数＊」を追加した。 

この結果、タクシーの実際の移動により即した予測が可能となり、モデルの精度が向上した。 

＊：県外来訪者における沖縄県（本島）滞在期間中の総トリップのこと。 

 

  

那覇空港 

立寄地 

■レンタカー利用有無モデル 

レンタカーを 

利用する 

レンタカーを 

利用しない 

行程の長さ、トリップ数

（移動）の多さ、同行者

数などを踏まえて、レン

タカーの利用有無を選

択 

■交通手段選択モデル（レンタカー以外） 

レンタカーを利用しな

い方に関して、トリップ

ごとに交通手段（モノレ

ール、バス、タクシー、

鉄道）を選択 モノレール バス タクシー 鉄道 



 
 

3-13 
 

3) 想定する説明変数 

前述の内容を踏まえ、本年度のモデルの説明変数を以下のとおり設定した。 

 
表 想定する説明変数 

階層 手段 説明変数（定数項以外） ※青字は新規追加 

代表交通手段 

鉄軌道 

所要時間（乗車＋待ち時間＋端末時間※１） 

運賃（代表運賃+端末運賃※１） 

海が 10 分見えること／日本人観光のみ 

モノレール 
所要時間（乗車＋待ち時間＋端末時間※１） 

運賃（代表運賃+端末運賃※１） 

バス 
所要時間（乗車＋待ち時間＋端末時間） 

運賃 

レンタカー 
所要時間（乗車） 

運賃（燃料費・高速道路料金） 

タクシー 

所要時間（乗車） 

運賃（距離制運賃※２＋高速道路料金） 

滞在期間中総トリップ数／日本人観光のみ 

※１ 端末交通に関する徒歩時間が 10分未満の場合は徒歩の時間を、10分以上の場合はバスの時間を設定 

※２ 初乗運賃 1750ｍまで 510円、以後 353ｍごとに 70円 
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4) モデルの構造 

モデルの構造については、レンタカー利用有無モデル、交通手段選択モデルともに、１段階の

ロジットモデルとした。 

また、鉄道の将来需要予測を行うために、交通手段選択モデルについては、ＳＰアンケートデ

ータを活用した、ＲＰ／ＳＰモデルとした。 

 

①． レンタカー利用有無モデル 

効用関数を以下のとおり設定する。 

ここで、一般化費用については、各交通手段の費用・時間に、交通手段選択モデルから算出

される時間価値を用いることにより算出する。 

また、レンタカー利用無し（Ｖレンタカー利用なし）の一般化費用については、トリップチェーンを

構成する各トリップに対して、交通手段選択モデルを適用し、最も効用が大きくなる交通手段

をトリップチェーンで合算した値を用いることとする。 

 

V ﾚﾝﾀｶｰ利用あり = b1×(一般化費用)＋b2×(免許保有ダミー※１)＋b6×(同行者数２人以上※２) 
  ＋定数項 
V ﾚﾝﾀｶｰ利用なし = b1×(一般化費用)＋b3×(滞在２日以内ダミー※１) 
  ＋b4×(女性かつ 25 歳以上ダミー※２) ＋b5×(個人旅行以外ダミー※３)  

 

※１ 日本人観光と外国人モデルのみ適用 

※２ 日本人業務モデルのみ適用 

※３ 外国人モデルのみ適用 

 

②． 交通手段選択モデル（レンタカー以外） 

効用関数を以下に示す。 

なお、ＳＰモデルのレンタカーについては、モデルの構造上、用いないものとした。 

 

＜ＲＰモデル＞ 

V ﾓﾉﾚｰﾙ= b7×(モノレールの費用)＋b6×(モノレールの所要時間)  
 ＋b10×(待ち時間５分以内ダミー※１) 
V バス = b7×(バスの費用)＋b6×(バスの所要時間) ＋b10×(待ち時間５分以内ダミー※１) 

＋バスの定数項 
V ﾀｸｼｰ = b7×(タクシーの費用)＋b6×(タクシーの所要時間)＋b8×(滞在期間中総トリップ数※２) 
 ＋タクシーの定数項 

 

＜ＳＰモデル＞ 

V ﾚﾝﾀｶｰ = b7×(レンタカーの費用)＋b6×(レンタカーの所要時間) ＋レンタカーの定数項 
V ﾓﾉﾚｰﾙ = b7×(モノレールの費用)＋b6×(モノレールの所要時間)  

V 鉄軌道 = b7×(鉄軌道の費用)＋b6×(鉄軌道の所要時間) 
   ＋b9×(海が 10 分見えることダミー※２)＋鉄軌道の定数項 

 

※１ 日本人業務モデルのみ適用 

※２ 日本人観光モデルのみ適用 
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 平成 27 年度調査のまとめ 

需要予測モデルの再構築とコスト縮減方策等を実施し、さらに、過年度調査で成果のあったコス

ト縮減方策等を組み合せた結果、平成 27 年度調査のＢ／Ｃ最大ケースは、鉄道では鉄道ケース２

（うるま・国道 330号＋空港接続線）の 0.62、トラムトレインはトラムケース７（うるま・国道 58

号＋空港接続線）の 0.84となったが、依然として、１を下回っている。 

今後は、平成 27年度調査で再構築した需要予測の精緻化等を図るため、県内の開発計画等の最新

の動向を踏まえ、鉄軌道利用需要の更新を行い、需要予測結果について深掘りした分析を行う。さ

らに、県外来訪者の将来の交通機関利用に関する動向予測等＊を行い、県外来訪者需要予測モデルの

更なる精緻化を図る。 

＊：県外来訪者の需要予測モデルにおける、外国人来訪者の個人旅行や団体旅行の割合等の観光動向については、

将来においても現況と同様の設定としているため、バス会社等へのヒアリング調査等を通じて、将来シナリオ

を検討する。 
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（参考）表 平成 27 年度調査で再構築した県民需要予測モデルの変更点 

 変更点 変更前（平成 26年度） 変更後（平成 27年度） 

ＯＤ表 将来開発 

プロジェク

ト 

・ 沖縄ＰＴ調査で考慮されてい

る開発プロジェクト等に加

え、平成 26年度時点での最新

の情報にもとづく開発計画人

口 

・ 平成27年度時点での最新の情

報にもとづく開発計画人口に

更新及び新規追加 

例）瀬長島ウミカジテラス 

沖縄空手会館 

イオンモール沖縄ライカム 

大型ＭＩＣＥ施設 

交通機関 

分担モデル 

モデルの構

造 
・ 鉄道系・路面系の２つに分け

てモデルを使用 

・ 鉄道系・路面系のモデルを統

合（説明変数としてＬＲＴダ

ミー変数を追加） 

自動車費用 ・ 考慮していない ・ 説明変数として考慮 

 
（参考）表 平成 27 年度調査で再構築した県外来訪者需要予測モデルの変更点 

 変更点 変更前（平成 26年度） 変更後（平成 27年度） 

ＯＤ表 将来開発 

プロジェクト 
・ 平成 26 年度時点での最新の情

報にもとづく開発計画人口 

 

・ 平成 27 年度時点での最新の情

報にもとづく開発計画人口に

更新及び新規追加 

 例）大型ＭＩＣＥ施設 

   サンエーによる浦添西海

岸第１ステージの開発計

画 

 大規模ホテル 

交通機関 

分担モデル 

モデルの構造 ・ 個別のトリップごとに交通手

段選択を実施 

・ トリップチェーンを考慮して

交通手段選択を実施（第１段階

でレンタカーの利用の有無、第

２段階でその他の交通手段選

択を実施） 

滞在期間中の

総トリップ数 
・ 考慮していない ・ タクシーの説明変数として考

慮 
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